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資料３－２

伊方発電所における高燃焼度燃料（ステップ２燃料）採用に係る
原子炉設置変更許可後の検査等の結果について

平成１７年３月２３日
原子力安全・保安院

、 （ 「 」 。）原子力安全・保安院は 伊方発電所の高燃焼度燃料 以下 ステップ２燃料 という
採用等に係る原子炉設置変更許可申請に対する許可後、電気事業法及び原子炉等規制法に
基づき、検査を始めとした以下の諸規制を実施してきている。

１．ステップ２燃料を装荷した原子炉施設に係る規制
（１）工事計画認可

四国電力からの申請に対し、高燃焼度燃料を装荷した炉心、高燃焼度燃料の採用に伴
い実施した制御棒クラスタ増設等の工事の計画が、技術基準に適合していることを確認
し、１、２号機は平成１６年４月１日付け、３号機は同４月１６日付けで認可した。
（２）使用前検査

四国電力からの申請に対し、当該工事が認可を受けた工事の計画に従って行われてい
ること及び技術基準に適合していることを確認し、平成１７年３月２日付けで合格とし
た （別添１）。

２．ステップ２燃料に係る規制
（１）燃料体設計認可

燃料設計メーカー（三菱重工業㈱及び原子燃料工業㈱）からの申請に対し、燃料体の
設計が技術基準に適合していることを確認し、それぞれ平成１６年１月２７日及び同２
月２７日付けで認可した。
（２）特殊加工認可

燃料設計メーカー（三菱重工業㈱及び原子燃料工業㈱）からの申請に対し、燃料被覆
管が技術基準と同等以上の性能を持つことを確認し、いずれに対しても平成１５年１２
月１６日付けで認可した。
（３）燃料体検査

燃料加工メーカー（三菱原子燃料㈱及び原子燃料工業㈱）からの申請に対し、その加
工が認可を受けた設計（上記１ ）に従って行われていること及び技術基準（上記２．．
を含む）に適合していることを確認し、１号機用としてそれぞれ平成１６年６月１８日
及び同７月２３日付けで合格とした （別添２）。

３．事業者の保安活動に係る規制
（１）保安規定変更認可

四国電力からの申請に対し、高燃焼度燃料の採用に伴い運転管理上の制限値等が変更
となる保安規定について、原子炉設置変更許可との整合を確認し、平成１６年８月１０
日付けで認可した。



別添１ 

使用前検査の実施概要 

 

１．申請者 四国電力株式会社 

２．発電所、事業所及び

施設の概要 

(1)名称：伊方発電所第１号機 

(2)出力：５６６ＭＷ 

(3)運転開始年月：昭和５２年９月 

３．検査申請日 ニ（原子炉の臨界反応操作を開始することができる状態になった時） 

平成１６年１０月１２日 

ホ（工事の計画に係るすべての工事が完了した時） 

平成１７年１月３１日  

４．合格証交付日 平成１７年 ３月 ２日 

５．検査実施期間 ニ 平成１６年１１月４日 

平成１７年１月１７日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月３日 

ホ 平成１７年２月２８日～３月２日 

６．検査の概要 (1)検査の対象物 

 第１号機 

  原子力設備 

   原子炉本体 

    減速材 

    燃料、核的・熱的制限値 

    反射材 

(2)検査の内容 

ニ 

 ①燃料装荷検査 

   燃料集合体が所定の位置に装荷されていること及び、燃料集

合体と内挿物の組合せを、モニタテレビの映像により確認す

る。 

 ②臨界ほう素濃度測定検査 

   高温零出力状態において、全制御棒全引抜状態の制御棒クラ

スタ位置に対応した臨界ほう素濃度を測定し、設計計算の妥当

性を確認する。 

 ③減速材温度係数測定検査 

   高温零出力状態において、１次冷却材平均温度を変化させ、

それに伴う反応度変化を測定して減速材温度係数が負である

ことを確認する。 

 ホ 

 ①炉心性能確認検査 

  ａ．出力分布測定検査 

    定格熱出力一定運転状態において、可動小型中性子束検出

器を用いて炉内の出力分布を測定し、計算機処理結果により

炉心性能を確認する。 

 2



  ｂ．臨界ボロン濃度確認検査 

    定格熱出力一定運転状態において、1次冷却材ボロン濃度

の測定結果から臨界ボロン濃度が算出されていることを記

録により確認し、炉心性能を確認する。 

(3)検査の実施に当たって用いた基準 

発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭和４０年通

商産業省令第６２号）及び工事計画認可申請書 

７．結果 良 

 

８．関連する許認可事項 (1)工事計画認可 

平成 15･12･26 原第 5号  平成１６年４月１日 

(2)工事の概要 

  使用済燃料発生量の低減を図るため、燃料集合体最高燃焼度を

48,000MWd/t から 55,000MWd/t へ上昇させた燃料を使用する。高燃

焼度化に伴い、ウラン２３５濃縮度を 4.80wt%（ガドリニア入り二

酸化ウラン燃料については 3.20wt%）に、また、ペレット密度を 97%

（ガドリニア入り二酸化ウラン燃料については 96%）に変更する。

  また、高燃焼度化に伴い炉内構造物取替、制御棒クラスタ増設、

制御棒クラスタ駆動装置改造及びほう酸濃縮液タンク設置工事が

実施された。  

９．その他の指摘事項等 なし 
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別添２ 

燃料体検査の実施概要（１／２） 

 
１．申請者 三菱原子燃料株式会社 

２．発電所、事業所及

び施設の概要 

三菱原子燃料株式会社 

３．検査申請日 平成１６年２月２４日 

４．合格証交付日 平成１６年６月１８日 

５．検査実施期間 平成１６年３月２６日 ～ ５月２８日 

６．検査の概要 (1)検査の対象物 

伊方発電所第１号機用燃料体 

（１４×１４型燃料体 ２２体）  

 

(2)検査の内容 

イ 燃料材、燃料被覆材、その他の部品に関する組成、構造又は強度に関

する検査 

各部材の寸法、化学成分、機械的性質、外観等を記録又は実測・目視

により確認する。 

ロ 燃料要素の検査 

  燃料要素の寸法、わん曲、外観、表面汚染密度、溶接部の健全性及び

ヘリウム漏えいを記録又は実測・目視により確認する。 

ハ 燃料集合体の検査 

燃料集合体の寸法及び外観を記録又は実測・目視により確認する。

 

(3)検査の実施に当たって用いた基準 

 発電用核燃料物質に関する技術基準を定める省令（昭和４０年通商産業

省令第６３号）及び燃料体設計認可申請書 

７．結果 良 

８．関連する許認可事

項 

燃料体設計認可 

平成 15・10・14 原第 33号 平成１６年１月２７日 

特殊加工認可 

平成 15・10・14 原第 37号 平成１５年１２月１６日 

９．その他の指摘事項

等 

なし 

イとは燃料材、燃料被覆材その他の部品にあっては、組成、構造又は強度に係る試験をすることがで

きる状態になった時、ロとは燃料要素の集合体である燃料体については燃料要素の加工が完了した時、

ハとは加工が完了した時（電気事業法施行規則第７４条の表） 
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燃料体検査の実施概要（２／２） 
 

 
１．申請者 原子燃料工業株式会社 

２．発電所、事業所及び

施設の概要 

原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

３．検査申請日 平成１６年４月８日 

４．合格証交付日 平成１６年７月２３日 

５．検査実施期間 平成１６年６月２日～平成１６年７月２日 

６．検査の概要 (1)検査の対象物 

 伊方発電所第１号機第２６領域取替燃料体 

 （１４×１４型燃料体 １８体） 

 

(2)検査の内容 

イ 燃料材、燃料被覆材、その他の部品に関する組成、構造又は強度に

関する検査 

各部材の寸法、化学成分、機械的性質、外観等を記録又は実測・目

視により確認する。 

ロ 燃料要素の検査 

燃料要素の寸法、わん曲、外観、溶接部の健全性、表面汚染密度

を記録又は実測・目視により確認する。 

ハ 燃料集合体の検査 

燃料集合体の寸法及び外観並びにヘリウム漏えいを記録又は実

測・目視により確認する。 

 

(3)検査の実施に当たって用いた基準 

 発電用核燃料物質に関する技術基準を定める省令（昭和４０年通商産

業省令第６３号） 

７．結果 良 

８．関連する許認可事項 燃料体設計認可 

平成１５･１０･２０原第２１号 平成１６年２月２７日 

特殊加工認可 

平成１５･１０･２０原第１２号 平成１５年１２月１６日 

９．その他の指摘事項等 なし。 

イとは燃料材、燃料被覆材その他の部品にあっては、組成、構造又は強度に係る試験をすることがで

きる状態になった時、ロとは燃料要素の集合体である燃料体については燃料要素の加工が完了した時、

ハとは加工が完了した時（電気事業法施行規則第７４条の表） 
 



燃料体設計認可燃料体設計認可

原子炉設置変更許可原子炉設置変更許可

特殊加工認可特殊加工認可

燃料体検査燃料体検査

工事計画認可工事計画認可

保安規定変更認可保安規定変更認可

使用前検査使用前検査

ステップ２燃料の使用開始（運転開始）ステップ２燃料の使用開始（運転開始）

原子炉設置変更許可から運転開始までの規制の流れ

６


